
【本年度調査の概要】 
 平成21年度以来の悉皆調査により、小学校は20,848校（全体の98.4%）、 
児童1,087,902人、中学校は10,500校（全体の95.0%）、生徒1,039,921人が
参加。 
 
【本年度調査の主な視点等】 
 現行の学習指導要領が実施されて初の悉皆調査であること、これまでの
調査結果から運動する子供としない子供の二極化が課題として明らかに
なっていること等を踏まえ、本年度は、国・地方公共団体の取組、各地
域・学校でのＰＤＣＡサイクルの円滑な実施に向けて、特に、 
○運動が苦手、きらいな子供への取組の充実 
○子供の運動やスポーツの主要な場である学校における体育・保健体育の 
 授業での指導の改善 
の根拠資料を確保することを視点において調査。 
 
⇒スポーツ基本計画（平成24年3月30日）での「昭和60年頃の水準を上回る 
 こと」の達成とともに、２０２０年オリンピック・パラリンピック東京  
 大会開催に向けて広く子供たちに運動やスポーツへの関心喚起、実施を 

 促すことにつながることも期待。 

平成25年度全国体力・運動能力・運動習慣等調査のねらいと
結果のポイントについて 

１．調査のねらい等 

 
【上記視点による本年度調査の特徴的項目、初調査の項目】 
 学校における指導内容・方法・体制に係る児童生徒の意識、学校の取組に
ついて下記の項目等を調査、分析。 
〔児童生徒の運動・スポーツ、授業への意識〕 
○今よりもっと運動やスポーツをしてみようと思う条件 
○各発達段階（小学生は入学前、低学年、５学年、中学生は、小学校低学年、 
 高学年、中学校２年生）での運動やスポーツに対する意識の変化 
○各発達段階での体育・保健体育の授業への意識、取組の変化 
〔学校における取組〕 
○運動やスポーツが苦手、きらいな傾向にある生徒、性別に応じた取組の有 
 無とその内容 
○体育専科教員、外部人材の活用 
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 下記のような調査結果を生かして、学校、学級の児童生徒の状況分析のうえ、
学校全体で体育・健康に関する指導の改善を図ることを期待。 

 
 
 
 

 
２．本年度調査結果を踏まえて各地域・学校での体育・健康に関 
 する指導の改善で特に参考とされることが望まれる７事項 

 

 
 
 
 
 
 
①児童生徒が「もっと運動をしてみようと思う」ための条件 
  〔中学校女子の場合〕 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
②児童生徒の運動やスポーツに対する意識の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 なお、運動やスポーツが苦手（嫌い）傾向の児童生徒向けの取組をし
ている学校は体力合計点が高い傾向。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
③「体育の授業が楽しくなった」と変化するきっかけとなる条件 
〔中学校女子〕 
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④学校における指導体制（体育専科教員を活用している小学校の体 
 力合計点の状況）の充実の成果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
⑤１週間の総運動時間での二極化の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 中学女子の３０％は１週間の総運動時間が６０分未満であるが、学校
の取組等によって６０分以上の総運動時間の生徒の割合が９割以上と
なっている学校もみられる。 
 
 

 
⑥児童生徒の個別の体力・運動能力での課題 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ボール投げは、小学男子の８０％が昭和６０年度水準を下回っている。 
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⑦生活習慣（睡眠時間）と体力合計点の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

３．各地域の状況 

 
 
②各地域別の体力合計点のＤ＋Ｅ層の割合 
 平成21年度調査結果と比較すると最大と最小の地域での差が小学校女子以外
は縮小。 
 〔中学校男子の例〕平成21年度 ２２．８ ⇒ 平成25年度 １９．１ 
 
 ③各教育委員会の運動・スポーツ参加促進の取組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 下記のような取組により各地域・学校の取組、授業の工夫改善を支援。 
○本年度報告書では、「運動が苦手・運動しない女子に対する取組」等、体 
 育・保健体育の授業の工夫改善の参考となる事例を掲載。 
○幼児期からの運動促進、小学校での教師用指導資料（デジタル教材）作 
 成・配布、運動部や地域との連携の支援事業、子供の体力づくり研修 等 
 
 
 

 
 
①各都道府県別の体力合計点（平均）の最大値と最小値の差 
 平成21年度調査結果（悉皆）と比較すると小学女子以外は差が縮小 
 〔小学男子〕平成21年度 ６．２０ ⇒ 平成25年度 ５．７５  
 〔小学女子〕平成21年度 ６．８３ ⇒ 平成25年度 ７．１３ 
 〔中学男子〕平成21年度 ６．５２ ⇒ 平成25年度 ６．１９ 
 〔中学女子〕平成21年度 ９．３６ ⇒ 平成25年度 ９．１８ 
 
 

４．文部科学省の支援 

4 



   地域を活用した学校丸ごと子供の体力向上推進事業 
（前年度予算額  ３０４，２８１千円）  

２６年度予定額  １０１，２０３千円 

国 実施団体（コンソーシアム）10箇所 

      
      

      

○ 子供の体力は、概ね低下傾向に歯止めがかかっているものの依然として、昭和60年代に比較すると、低い状況 

○ 近年は、積極的にスポーツをする子供とそうでない子供の二極化が顕著 

○ 子供に対する支援の充実等を学校だけでなく、家庭や地域が一体となって行い、体力を向上をさせることが大きな課題 

ＤＯ 
・地域の様々な機関が有する人的資源
等（大学生・地域のスポーツ指導者・著
名なスポーツ指導者）を活用した体力向
上の取組 など 

 

ＣＨＥＣＫ 
・実施委員会による取組の評価 

・体力・運動能力等調査の実施 

                    など 

ＡＣＴＩＯＮ 
・評価結果に基づいた取組の改善 

・取組担当者に対する講習会の実施 など 

ＰＬＡＮ 
・実施委員会による調査の分析 

・実施委員会による体力向上取
組の策定 など 

選定委員会を 
設置し、実施団 
体を選定・委託 

全国連絡協
議会を開催し、
成果を全国に

普及 

○教育委員会を中心とした様々な機関等で組織するコンソーシアムを設置 

○実施委員会を設置し、各機関の人的資源等を活用し、検証改善サイクルを踏まえた体力向上 

の取組を実施。 

子供の体力の現状と課題 

関係機関の連携による 

総合的な体力向上の取組 

学校（モデル校） 

検討 



 
 
【有識者会議・資料の作成】 

実践協力校において開発された運動指導プログラム
及び実践の取組をまとめて指導参考資料（デジタル
映像資料）を作成。 

【課題】 指針を踏まえた幼児に対する運動の指導法や上記事業の成果の普及が望まれるところ、幼稚 
     園等の教員は、園外で研修を受ける、他園等を参観することに時間的制約。 

幼児期の運動に関する指導参考資料作成事業        （  新  規  ） 
 26年度予定額：６５，０３７千円 

 
 
【実践協力校等 １７か所】 

日常の活動の中で取り入れられる効果的な行動パ
ターン等を含んだプログラム、実践の取組を研究開
発を行う。 

各園において取組を進めるためには、各園において視聴できるような指導で模範となる実技を
ビジュアルに示した資料を作成し各園に配付することが有意義。 

指導参考資料の作成 幼児期運動指針を踏まえたプログラム
の研究開発等 ○運動指導 

 プログラム
の提供 

○映像資料
の提供 

今後の取組 

これまでの取組 

「幼児期の運動促進に関する普及啓発事業（平成２４・２５年度）」による成果の周知・活用の促進を実施 

幼児期に習得しておくことが望ましい基本的な動作などを示した「幼児期運動指針」を作成（平成２３年度） 


